
○岡山市立図書館条例 

昭和５８年３月２２日 

市条例第１８号 

改正 昭和６３年３月２４日市条例第１７号 

平成２年３月２６日市条例第２３号 

平成６年７月１日市条例第５１号 

平成１１年３月２４日市条例第１７号 

平成１２年３月２２日市条例第７号 

平成１２年３月２２日市条例第７６号 

平成１５年２月２５日市条例第１８号 

平成１７年３月１７日市条例第９４号 

平成１８年１２月２７日市条例第１３５号 

平成２０年１２月２５日市条例第１２４号 

平成２１年１２月２５日市条例第７９号 

平成２２年３月２５日市条例第２２号 

平成２３年３月１６日市条例第４３号 

平成２６年３月２５日市条例第９３号 

平成２９年６月２８日市条例第４１号 

平成２９年１２月２５日市条例第５０号 

岡山市立図書館条例（昭和２７年市条例第５７号）の全部を改正する。 

（設置） 

第１条 図書館法（昭和２５年法律第１１８号）第１０条の規定に基づき，本市に図書館

を設置する。 

２ 図書館の名称及び位置は，次のとおりとする。 

（１） 中央図書館 

名称 位置 

岡山市立中央図書館 岡山市北区二日市町５６番地 

（２） 地区館 



名称 位置 

岡山市立幸町図書館 岡山市北区幸町１０番１６号 

岡山市立浦安総合公園図書館 岡山市南区浦安南町４９３番地２ 

（３） 分館 

名称 位置 

岡山市立足守図書館 岡山市北区足守７１８番地 

岡山市立伊島図書館 岡山市北区伊島町二丁目９番３８号 

岡山市立建部町図書館 岡山市北区建部町福渡４８７番地１ 

岡山市立御津図書館 岡山市北区御津宇垣１６２９番地 

岡山市立瀬戸町図書館 岡山市東区瀬戸町下１８８番地２ 

岡山市立灘崎図書館 岡山市南区片岡１８６番地 

（指定管理者による管理等） 

第２条 図書館の管理に関する業務のうち，次に掲げるものについては，地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により，岡山市教育委員会（以下

「教育委員会」という。）が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせる

ことができる。 

（１） 図書館の施設及び設備（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること。 

（２） その他図書館の管理上教育委員会が必要と認める業務 

（指定管理者の指定） 

第３条 図書館の指定管理者の指定を受けようとするものは，図書館の事業計画に関する

書類その他教育委員会規則で定める書類を添えて，教育委員会に申請しなければならな

い。 

２ 教育委員会は，前項の規定による申請があったときは，次の各号のいずれにも該当す

るもののうちから指定管理者の候補者を選定し，議会の議決を経て指定管理者を指定し

なければならない。 

（１） その事業計画による図書館の駐車場の管理が住民の平等利用を確保することが

できるものであること。 



（２） その事業計画の内容が，図書館の効用を最大限に発揮させるとともに，その管

理に係る経費の縮減が図られるものであること。 

（３） その事業計画に沿った管理を安定して行う能力を有するものであること。 

（４） その他教育委員会が必要と認める事項 

３ 教育委員会は，指定管理者の指定をしたとき若しくはその指定を取り消したとき又は

管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは，遅滞なくその旨を公告しなけれ

ばならない。 

（事業報告書の作成及び提出） 

第４条 指定管理者は，毎年度終了後速やかに，次の事項を記載した事業報告書を作成し，

教育委員会に提出しなければならない。年度の途中において指定を取り消されたときも，

同様とする。 

（１） 図書館の施設等管理業務の実施状況 

（２） 図書館の駐車場の利用状況 

（３） 図書館の駐車場使用料の収入の実績 

（４） 図書館の施設等管理に係る経費の収支状況 

（５） その他教育委員会規則で定める事項 

（入館の制限） 

第５条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当する者に対しては，入館を拒み，又は

退館を命ずることができる。 

（１） 管理上必要な指示又は指導に従わない者 

（２） 管理上支障があると認められる者 

（手数料） 

第６条 図書館資料の複写の交付を受けようとする者は，その申請の際，複写用紙片面１

枚につき，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める手数料を納付しな

ければならない。 

（１） モノクロ複写 １０円 

（２） カラー複写 ５０円 

２ 市長が特別の理由があると認めたときは，前項の手数料を減免することができる。 



（駐車場使用料） 

第７条 別表に掲げる駐車場（以下「駐車場」という。）の使用者は，同表の定めるとこ

ろにより使用料を納付しなければならない。ただし，市長が特別の理由があると認めた

ときは，これを減免することができる。 

２ 前項の使用料は，駐車場から出場する際に納付しなければならない。 

（駐車場を利用できる自動車及び禁止行為） 

第８条 駐車場を使用できる自動車は，次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）第２条第４号に規定する自動車で，積

載物を含め，長さ５メートル，幅２メートル以下のものであること。 

（２） 発火，引火若しくは爆発のおそれがある物品又は著しく悪臭を発する物品を積

載していないこと。 

（３） 駐車場の設備をき損するおそれがないこと。 

（４） その他駐車場の管理に支障を生じさせないこと。 

２ 駐車場内においては，次に掲げる行為をしてはならない。 

（１） 駐車場の設備若しくは駐車中の他の自動車を汚損し，き損し，又はそのおそれ

がある行為をすること。 

（２） 他の自動車の駐車を妨げること。 

（３） 駐車場の管理に支障を及ぼすこと。 

（施設の使用） 

第９条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第７項の規定に基づき施

設の使用の許可を受けた者は，使用料として１平方メートルにつき月額４１０円を納付

しなければならない。 

２ 前項の使用料は，毎月１０日までにその月の分を納付しなければならない。 

（原状回復義務） 

第１０条 指定管理者は，その指定の期間が満了したとき又は指定を取り消され，若しく

は管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは，その管理しなくなった施

設等を直ちに原状に復さなければならない。 

（損害賠償義務） 



第１１条 指定管理者又は使用者が，その責めに帰すべき理由により，図書館の施設，設

備又は図書館資料を破損し，滅失し，又は汚損したときは，これを原状に復し，又はそ

の損害を賠償しなければならない。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか必要な事項は，教育委員会が別に定める。 

附 則 

この条例は，昭和５８年４月２７日から施行する。 

附 則（昭和６３年市条例第１７号） 

この条例は，昭和６３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年市条例第２３号） 

この条例は，平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年市条例第５１号） 

この条例は，平成６年８月２３日から施行する。 

附 則（平成１１年市条例第１７号） 

この条例は，平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年市条例第７号）抄 

（施行期日） 

第１条 この条例は，平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年市条例第７６号） 

この条例は，平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年市条例第１８号） 

この条例は，平成１５年７月１日から施行する。 

附 則（平成１７年市条例第９４号） 

この条例は，平成１７年３月２２日から施行する。 

附 則（平成１８年市条例第１３５号） 

この条例は，平成１９年１月２２日から施行する。 

附 則（平成２０年市条例第１２４号） 



この条例は，平成２１年４月１日から施行する。ただし，第６条第１項の改正規定は，

公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年市条例第７９号） 

この条例は，平成２２年３月２２日から施行する。 

附 則（平成２２年市条例第２２号） 

この条例は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年市条例第４３号） 

この条例は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年市条例第９３号） 

１ この条例は，平成２６年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第６条第１項の規定は，この条例の施行の日以後に発する納入通知書に係る

使用料について適用し，同日前に発する納入通知書に係る使用料については，なお従前

の例による。 

附 則（平成２９年市条例第４１号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年市条例第５０号） 

この条例は，公布の日から起算して１年を超えない範囲内において教育委員会規則で定

める日から施行する。 

（参考 平成３０年市教委規則第１７号で平成３０年５月８日から施行） 

別表（第７条関係） 

施設名 単位 使用料 

中央図書館駐車場 １台につき 最初の１時間３０分まで無料 

以後１時間ごとに１００円 

備考 この表の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当する自動車を駐車すると

きは，使用料は無料とする。 

(１) 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第３９条第１項に規定する緊急自動

車 



(２) 当該駐車場の付近において，国又は地方公共団体の職員が防疫活動その他の緊

急を要する公務を行うため使用する自動車 

(３) 前各号のほか，市長が必要と認める自動車 

 


